
○石油製品等の購入事務処理基準 
 

平成３年７月１日  

財政局長決裁  

 

 

平成 11年 １月 25日 一部改正 

                            平成 23年 11月 17日  一部改正 

                            平成 26年 ９月 29日 一部改正 

                            平成 30年 ３月 15日 一部改正 

                            令和 ７年 ３月 ５日 一部改正 

                            令和 ８年 ２月 19日 一部改正 

 

 各課所において直接購入する石油製品等（ガソリン、軽油（バイオディーゼル混合軽油含む）、

Ａ重油（クリーンＡ重油含む）、灯油、航空機（ジェット）燃料、自動車用ＬＰＧ（液化石油ガ

ス）、自動車用ＣＮＧ（圧縮天然ガス）及び燃料電池自動車用圧縮水素ガス。以下同じ。）の購

入、受入検査等の手続については、別に定めるもののほか、下記に定めるところによる。 

 

記 

 

１ 石油製品等の購入 

（１）石油製品等のうち、契約管理課において単価契約を締結する製品（以下「単価契約締結製

品」という。）であって、第２号及び第３号に掲げる製品を除くもの（以下「施設用燃料」

という。）の購入にあたっては、施設用燃料購入伺兼納入報告書（様式５及び５－２。以下

「購入伺兼報告書」という。）により、別途通知する契約者に電話またはＦＡＸ等を用いて

発注し給油を受けるものとする。 

（２）給油所にて調達するガソリン、軽油の購入にあたっては、「給油カードを使用した自動車

用燃料の購入事務処理基準（令和７年３月５日付税務・契約管理担当局長決裁）」に定める

基準による。 

（３）自動車用ＬＰＧ、自動車用ＣＮＧ及び燃料電池自動車用圧縮水素ガス（以下「特殊燃料」

という。）の購入にあたっては、本市が発行する給油指図書（様式１。以下「指図書」とい

う。）を別途通知する契約者に提示して充てんを受けるものとする。 

（４）単価契約締結製品以外の石油製品等の購入にあたっては、契約規則ほか関係規程に基づき、

都度契約を行うものとする。 

 

２ 施設用燃料購入伺兼納入報告書の取扱い 

（１）施設用燃料について給油を受けようとする職員（以下、担当者という。）は、購入伺兼報

告書により、あらかじめ油種及び予定数量を示したうえ、施設を管理する課所長等までの決

裁を受けるものとする。なお、予定数量は１回に給油可能な数量を超えないものとする。 

（２）担当者は、前号の決裁を受けた後、契約者に対し給油を電話またはＦＡＸ等を用いて発注

するものとする。 

（３）担当者は、納入時に契約者から提出される納品伝票を２枚受け取り、その記載内容を確認

のうえ、１枚に署名等を行い契約者に返却し、もう１枚を受領するものとする。 

（４）担当者は前号により受領した納品伝票を購入伺兼報告書に添付し、速やかに物品分任出納

員及び施設を管理する課所長等までの確認を受けるものとし、これをもって納入検査に代え

るものとする。 

 

３ 給油指図書簿冊の保管及び交付 

（１）給油指図書簿冊（指図書がつづり込まれている冊子をいう。以下「指図書簿冊」という。）

の保管及び交付は、契約管理課長が行う。 

（２）部庶務担当課長は、当面当該部内において必要とする指図書簿冊の冊数について、給油指

 



図書簿冊交付申込書(様式２)を契約管理課長に提出して、指図書簿冊の交付を受けるものと

する。 

（３）契約管理課長は、指図書簿冊を交付するときは、提出された指図書簿冊交付申込書に、請

求部の職員の受領印を徴するものとする。 

（４）部庶務担当課長は、交付を受けた指図書簿冊を必要とする各課所長（課所長が配置されて

いない所にあっては、部長が指定する係長及びこれに準ずる職以上の者を含む。以下「課所

長等」という。）に配布するとともに、その受払状況を給油指図書簿冊受払台帳(様式３)に

より、常に明確にしておかなければならない。 

（５）課所長等は、前号により指図書簿冊の交付を受けた場合は、課庶務担当係長（係長及びこ

れに準ずる職以上の者が配置されていない所にあっては、課所長等が指定する職員を含む。

以下「係長等」という。）に保管させるとともに、その受入れ及び保管の状況を明らかにし

ておくものとする。 

 

４ 使用者への交付 

（１）指図書を使用して特殊燃料の充てんを受けようとする職員（以下「使用者」という。）は、

係長等に品名及び充てん予定数量等を申し出るものとする。 

（２）前号の申出を受けた係長等は、指図書（Ａ券及びＢ券をいう。以下同じ。）に、予定数量、

車両番号、運転者氏名等を記入し、これを課所長等に提示して、承認印を受けた後、使用者

に交付するものとする。 

（３）係長等は、指図書を交付したときは、交付先記載表に交付年月日及び使用者氏名を記入す

るものとする。 

 

５ 指図書の使用及び取扱い 

（１）使用者は、充てんを受ける際、前項により交付を受けた指図書を契約者に提示するものと

する。 

（２）使用者は、充てんを受けた後、契約者から納品伝票を受け取るとともに指図書に充てん数

量、充てん年月日、契約者名の記載及び確認印の押印又は取扱者の署名を受けるものとする。 

 なお、契約者が官公需適格組合である場合も、組合員名ではなく、契約者である組合名の

記載を受けるものとする。 

（３）使用者は、前号により契約者から記載を受けた後、その指図書の記載事項が充てんの事実

及び納品伝票の記載事項と相違ないことを確認したうえ、受領印の押印又は署名を行うもの

とする。 

（４）使用者は、前号により押印又は署名した後、当該指図書のうちＢ券を契約者に、Ａ券と納

品伝票を速やかに係長等に、それぞれ提出するものとする。 

（５）前号によりＡ券と納品伝票の提出を受けた係長等は、その記載事項を確認したうえ、Ａ券

の確認欄に押印し、納品伝票とともに速やかに物品分任出納員及び課所長等の確認を受ける

ものとし、これをもって受入検査に代えるものとする。 

 

６ 指図書の取扱上の留意事項 

（１）指図書により同時に２種類以上の石油製品等を購入する場合には、当該石油製品等の種別

ごとに一の指図書を使用すること。 

（２）指図書の予定数量は、１回に充てん可能な量を超えないものとする。 

（３）指図書は、特殊燃料以外の購入においては、これを使用してはならない。 

（４）指図書は、支出証票の一となるものであるため、その厳正な取扱いに努めるとともに、特

に次の点に留意すること。 

ア 指図書に記入する充てん数量を、契約者が誤記した場合には、これを訂正することなく、

指図書を再発行し、その指図書に正規の充てん数量等を記入させること。その際、誤記し

た指図書及び交付先記載表（様式１）の該当欄に誤記抹消と朱記し、指図書簿冊とともに

保管すること。 

イ 充てんを受ける場合は、指図書に記入されている予定数量を超えて充てんを受けないこ

と。また、１ℓ(㎥及び㎏含む)未満の端数のついた数量の充てんを受けないこと。 



ただし、やむを得ない場合は 100 分の１ℓ(㎥及び㎏含む)まで充てんを受けることがで

きるものとする。 

  ウ 予定数量及び充てん数量の記載は、実数量で満たさない桁の記載欄に０を記載し、すべ

ての記載欄を記入するものとする。 

    また、単価契約締結製品の契約単位が ℓ 以外の単位の場合、単位欄にそれぞれの単位を

記入すること。 

なお、10,000ℓ 以上を購入する場合に限り、単位欄にｋを付記し、キロ単位で購入を行

うものとする。 

（５）次に掲げる指図書は、契約者との取り決めにより無効となり、充てんを受けることができ

ないので、十分留意すること。 

ア 承認印のないもの 

イ 承認した日(交付日)から６日以上経過したもの 

ウ 充てんを受けようとする車両の番号と異なる車両番号が記載されているもの 

エ 充てんを受けようとする施設と異なる施設の名称が記載されているもの 

 

７ 請求書等の確認 

（１）係長等は、契約者から毎月 10 日までに前月分の購入に係る請求書及び納品書が提出され

るので、施設用燃料にあたっては第２項第４号の規定により確認を受けた購入伺兼報告書及

び納品伝票、特殊燃料にあたっては第５項第５号の規定により確認を受けたＡ券及び納品伝

票と照合し、その内容に相違がないか確認しなければならない。なお、支払数量は当該月に

おける各数量の合計から１リットル未満の端数を切り捨てるものとする。 

（２）係長等は、前号により確認したときは、納品書（１か月分）に事後確認と朱記し、職氏名

を記入するとともに確認印を押印するものとする。 

 

８ 支出負担行為伺 

（１）石油製品等を反復又は継続して購入するときは、半期又は全期の範囲で事前に会計規則第

50条の２に規定する支出負担行為伺書により、年度内の予定購入数量等についての方針及び

支出について決裁を受けるものとする。 

（２）決裁区分は、事務専決規程による。 

（３）分割して支払をするため、支出負担行為伺書に伺書添付書類(様式４)を添付するものとす

る。 

 

   附 則 

１ この基準は、平成３年７月１日から施行する。 

２ この基準の施行の際、この基準による改正前の石油製品の購入事務処理基準の規定により作

成した用紙で印刷済のものは、当分の間、必要な修正を加えて使用することができる。 

 

   附 則(平成 11年１月 25 日) 

 この基準は、平成 11 年４月１日から施行される。ただし、この基準による改正前の石油製品

の購入事務処理基準の規定により作成した指図書で印刷済のものは、当分の間使用することがで

きる。 

 

   附 則（平成 23年 11月 17日） 

１ この基準は、平成 24年２月１日から施行する。 

２ この基準による改正前の石油製品の購入事務処理基準の規定により作成した指図書は、当分

の間Ｃ券を廃棄し、Ａ券及びＢ券に「Ｃ券廃棄済」と朱書きして使用することができる。ただ

し、給油数に１リットル未満の端数があるものは除く。 

 

   附 則（平成 26年９月 29 日） 

１ この基準は、平成 26年９月 29日から施行する。 

２ この基準の規定は、平成 26 年４月１日以後に締結した石油製品の購入に係る契約について



適用する。ただし、この基準の施行の日前において改正前の基準に基づいて行われた事務につ

いてはこの限りでない。 

 

   附 則（平成 30年３月 15 日） 

１ この基準は、平成 30年４月１日から施行する。 

２ この基準の規定は、平成 30 年４月１日以後に締結した石油製品等の購入に係る契約につい

て適用する。ただし、この基準による改正前の石油製品の購入事務処理基準の規定により作成

した指図書で印刷済のものについては、燃料電池自動車用圧縮水素ガス購入の際、予定数量の

単位を修正し使用することができ、その他の石油製品等の購入の際、これを修正することなく

使用することができる。 

 

   附 則（令和７年３月５日） 

１ この基準は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この基準の規定は、施行日以降より調達するものに適用する。 

 

   附 則（令和８年２月 19 日） 

１ この基準は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この基準の規定は、施行日以降より調達するものに適用する。 

 

 

 



様式１ 
 
（表紙） 

   
 交付  年  月  日 

簿冊番号      
 

給 油 指 図 書 
 
 所属    局    部    課 
 

施設名               
 

札 幌 市 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



（交付先記載表・表面） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（ 交 付 先 記 載 表 ・ 裏 面 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交 付 先 記 載 表 
 
 

交 付 先 記 載 表 
 
 



Ａ券（１Ｐ） 
 
 № 簿冊番号  － 頁番号 

 車号     －      

給 油 指 図 書 
市   控 （Ａ） 

運転者 

 
確
認
欄 

課（所）
長 

係  長 
物品分任
出納員 

 

   

施設名                        交付（承認）    年  月  日 

                              札幌市     局      部  
 品    名 単位 給油数量 予定数量         課(所)長      印  

  次のものは、無効とする。 

 １ 課(所)長等の印のないもの 
 ２ 課(所)長等が承認した日から 6 日以上、 

経過したもの 

 ３ 記載車両番号(施設)と異なる車両(施設)に給
油したもの 

（注 意 事 項） 
１ 給油数量を誤記した場合、再発行すること。 

ガソリン(Ｒ･Ｈ) ℓ           

      油 ℓ           

             
 ※品名記載は 1 品 1 葉 

 ※給油数量は 6桁全て（1,000ℓ未満のとき

は頭に 0）を記入してください。 

※給油数量の下 2 桁は 1ℓ 未満の記載欄で

す。 

 受領印 
  

※単位が ℓ以外の場合、単位を記入してください。      ２ 予定数量を超えて給油を受けないこと。 

給 油                              また、1ℓ 未満の給油を受けないこと。 

年月日      年   月   日             但し、給油時にやむを得ず 1ℓ 未満の端数が生じ 

 組合名                           た場合のみ、1ℓ 未満の給油を認める。 

 給油店名           印           ３ 数量の記入方法及び上記 1 及び 2の注意事項は、
単位が ℓ以外の場合も同様とする。 

（感圧紙～白） 
 
Ｂ券（２Ｐ） 

 № 簿冊番号  － 頁番号 
 車号     －      

給 油 指 図 書 
給 油 店 控（Ｂ） 

交付（承認）    年  月  日 
 

 
（感圧紙～ブルー） 

 
（注）１ 品名欄の「ガソリン（Ｒ・Ｈ）」中，Ｒはレギュラー，Ｈはハイオクの略である。 
   ２ ガソリンの給油を受ける場合は，R 又はＨのいずれか必要とする油種に○印を付すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式２ 

給油指図書簿冊交付申込書 
 

年  月  日  
 
 給油指図書簿冊交付申込書 
  （あて先） 契約管理課長 
 
                        局        部  
 
                                 課長    印  
 
  下記により給油指図書簿冊を交付願います。 
 
 給油指図書簿冊      冊（月単位の必要冊数） 
 
 

請求部受領印 
 
 
 
 

 
交付簿冊番号（契約管理課記載）    ～ 

 
（Ａ５判） 
 
 
様式３ 

給油指図書簿冊受払台帳 

受領月日 簿冊番号 払 出 状 況 課（所）長 
確 認 印 年月日 交付課（所）名 受領印 

 
 

     

 
 

     

 
 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式４ 

支出負担行為伺書添付書類 
  区 分 
 
予算額 

 
月又は回 

 
支 出 額 

 
累   計 

 
残   額 

 
契約業者名 

 
 
 

     

 
 
 

     

      
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式５ 

施設用燃料購入伺兼納入報告書 

購 

入 

伺 

起 案 年   月   日 決 裁 年   月   日 左記のとおり、施設用燃料を購入して

よろしいか伺います。 油    種 灯油 ・ Ａ重油 ・ その他（     ）  

予 定 数 量            リットル 課（所）長 係  長 担  当 

契 約 者 名  

   

納 入 期 限 年    月    日 まで  

納 

入 

報 

告 

報    告 年    月    日  

左記のとおり、施設用燃料が納品さ

れ、納品書を確認しましたので報告し

ます。 

納 入 数 量 リットル 課（所）長 係  長 
物品分任

出納員 

納入年月日 年    月    日  

   

納  品  書 下記のとおり 

 

（納品書貼付欄） 

※この様式に拠りがたい場合、別様式を用いることを可とする。 

※油種の記載は 1 枚 1 種とする。 

※納入数量は小数点以下も可とする。 



様式５－２ 

施設用燃料購入伺兼納入報告書（各市立学校用） 

購 

入 

伺 

起 案 年   月   日 決 裁 年   月   日 左記のとおり、施設用燃料を購入してよ

ろしいか伺います。 油    種 灯油 ・ Ａ重油 ・ その他（     ）  

使 用 目 的 暖房用  ・  給食用 学 校 長 教頭(事務長) 担  当 

予 定 数 量            リットル 

   契 約 者 名  

納 入 期 限 年    月    日 まで  

納 

入 

報 

告 

報    告 年    月    日  
左記のとおり、施設用燃料が納品され、

納品書を確認しましたので報告します。 

納 入 数 量 リットル 学 校 長 教頭(事務長) 担  当 

納入年月日 年    月    日  

   

納  品  書 下記のとおり 

 

（納品書貼付欄） 

※この様式に拠りがたい場合、別様式を用いることを可とする。 

※油種の記載は 1 枚 1 種とする。 

※納入数量は小数点以下も可とする。 


